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I. フィンランドの地層処分の特徴

1. 処分方針

フィンランドでは、オルキルオトの地下約400ｍの結晶質岩中に使用済燃料を直接処分する計
画です。キャニスタは銅製容器と鋳鉄製容器の2重構造になっており、キャニスタの寿命は10万
年以上と考えられています。

●使用済燃料を地層中に処分
フィンランドで処分の対象となる高レベル放
射性廃棄物は、オルキルオト原子力発電所とロ
ヴィーサ原子力発電所から発生する使用済燃料
です。フィンランドでは、これらの使用済燃料を
再処理せずに、そのまま高レベル放射性廃棄物
として処分する直接処分方式をとっています。
フィンランドで計画されている使用済燃料の処
分量は、運転中の原子炉4基及び現在建設中
の原子炉1基から発生すると見込まれている、
合計5,500トンとなっています。
フィンランドでは、さらにTVO社が計画してい
た1基の新規原子炉建設が承認され、それに対
応して、処分場で最大9,000トンの使用済燃料の
処分が可能になっています。

●処分形態
使用済燃料は、上の写真に示されたような、
外側が銅製の容器、内側が鋳鉄製の容器という
2重構造の容器（キャニスタ）に封入して処分さ
れます。外側の銅製容器が腐食に耐える役割を、
内側の鋳鉄製容器が荷重に耐える役割を各々
担っています。
キャニスタは3通りのサイズのものが考えられて
います。これは、3つの異なるタイプの使用済燃
料に対応するためです。右の図に示したのは、
左がロヴィーサ原子力発電所の2基の旧ソ連製
加圧水型原子炉（VVER）から発生する使用済
燃料用、中央がオルキルオト原子力発電所の2基
の沸騰水型原子炉（BWR）から発生する使用
済燃料用、右がオルキルオト原子力発電所の3基
目として新設される欧州加圧水型原子炉（EPR）
から発生する使用済燃料を封入するキャニスタで
す。

銅－鋳鉄キャニスタ
左の鋳鉄製容器が右の銅製容器に挿入されます。
鋳鉄製容器に使用済燃料の集合体が見てとれます。

（ポシヴァ社ウェブサイトより引用）

断面図

ここに使用済燃料
の集合体が入る

4.75m

BWR用 EPR用VVER用

5.20m

3.55m

銅の厚さ
5cm

1.05m 銅の厚さ
5cm

1.05m

銅の厚さ
5cm

1.05m

（ポシヴァ社報告書より作成）
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使用済燃料の燃焼度に応じ、BWR用及び
VVER用は12体、EPR用は最大で4体の集合
体の収納が考えられています。

●処分場の概要（処分概念）
処分概念は、隣国のスウェーデンにおいて考

えられている概念（KBS-3概念）を基本として、
20年以上の研究開発が行われてきました。

使用済燃料に含まれる放射性核種を、使用済
燃料自身、キャニスタ、緩衝材（ベントナイト）、埋
め戻し材、地層からなる多重バリアシステムにより
長期にわたって隔離する方針です。処分深度は
地下約400mが考えられています。
定置の方法としては、使用済燃料が入れられ

たキャニスタを地下の処分坑道の床面に掘削さ
れた処分孔に一本ずつ定置する、処分孔縦置
き方式が考えられています。右の図がそのイメー
ジを示したものです。キャニスタの周囲には緩
衝材（ベントナイト）が充填される計画です。なお、
現在はスウェーデンとともに処分坑道横置き方式
の研究開発も進められており、操業許可申請前

までにはどちらかの方式にするかを決定するこ
とになっています。

ポシヴァ社の計画では処分場の規模は、処分
坑道の延長距離が42kmで、処分エリアの面積
は2～3km2です（5,500トン処分の場合）。

オルキルオト処分場設置イメージ図
（ポシヴァ社ウェブサイトより引用）

KBS-3概念によるキャニスタの定置イメージ
（ポシヴァ社ウェブサイトより引用）

処分坑道
（砕石／ベントナイトで埋め戻し） 4.4

ベントナイト

キャニスタ
7.8

（単位：m）

3.5

1.75
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●最終処分地はオルキルオトに決定
フィンランドでは、1983年から使用済燃料の処
分場のサイト選定が始まりました。サイト特性調
査の結果から、実施主体のポシヴァ社が処分場
の建設予定地としてユーラヨキ自治体のオルキ
ルオトを選定し、原子力法に定められた原則決
定手続に基づき、1999年5月に原則決定の申請
を行いました。2000年12月に政府が原則決定
を行い、その決定を2001年5月に議会が承認し
たことにより、処分場の建設地が正式に決定しま
した。フィンランドは、世界で最初に高レベル放
射性廃棄物の処分地が決定した国です。
オルキルオトのあるユーラヨキ自治体は、フィン

ランド西部に広がるボスニア湾に面した海岸
部にあります。首都ヘルシンキから北西に約
240kmの距離にあり、面積は約340km2、人口は
約6,000人です。オルキルオトは、ユーラヨキ市
街から約10km西に位置する面積約12km2の島
です。
使用済燃料の処分を計画しているオルキルオ

トの深度約400m周辺の岩盤は、主にミグマタイ
ト質片麻岩等の約18～19億年前の結晶質岩で
す。

オルキルオトには、テオリスーデン・ヴォイマ
社（TVO社）が所有するオルキルオト原子力
発電所があります。1号機と2号機がそれぞれ
1978年と1980年から操業しているほか、3号機
の建設が2005年から開始されています。また、
2008年4月にTVO社は4号機の建設計画に関
する原則決定の申請を行い、それに対して政府
は2010年5月に原則決定を行い、同年7月に国
会が承認しています。使用済燃料の最終処分
地は、この原子力発電所から東に約1kmのとこ
ろです。原子力発電所で発生する使用済燃料
は、所内の中間貯蔵施設（KPA store）で貯蔵
されています。
また、発電所内で発生する放射性廃棄物の
処分場もあり、地下60m以深のサイロ型の岩盤
空洞で、1992年から処分が実施されています。

オルキルオト ポリ
ユーラヨキ

ヘルシンキ
ラウマ

最終処分地
調査対象エリア

原子力発電所

中低レベル
放射性廃棄物
処分場

1km

フィンランドでは、原子力発電所や地層処分場などの重要な
原子力施設については、建設許可申請の以前に、その施設
の建設がフィンランドの社会全体の利益に合致するという原
則について、政府が決定し、その結果を国会が承認するとい
う原則決定手続が必要とされています。この原則決定手続は
1987年に全面改正された原子力法で導入されました。

【原則決定手続とは?】
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処分場予定地の位置図
（ポシヴァ社ウェブサイトより引用）
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2. 高レベル放射性廃棄物の発生

2カ所の原子力発電所があり、操業中の4基の原子炉と建設中の1基及び建設予定の1基か
ら発生する最大9,000トンの使用済燃料をオルキルオトで処分する計画が認められています。

●高レベル放射性廃棄物の発生者
フィンランドでは、高レベル放射性廃棄物とし
て直接処分される使用済燃料の主な発生者は、
2社の原子力発電事業者です。テオリスーデン・
ヴォイマ社（TVO社）はオルキルオト原子力発
電所を所有し、フォルツム・パワー・アンド・ヒート
社（FPH社）はロヴィーサ原子力発電所を所有
しています。フィンランドで消費される電力の約
30%は、原子力で賄われており、オルキルオト原
子力発電所では2基の沸騰水型原子炉（BWR）
が、ロヴィーサ原子力発電所では2基の旧ソ連
製加圧水型原子炉（VVER）が運転中です。

TVO社は、その親会社に電力を売電する民
間の電力会社です。TVO社のオルキルオト原
子力発電所では、3号機となる欧州加圧水型原
子炉（EPR）の建設が2005年から進められてい
ます。また、TVO社は4号機の建設計画に関す
る原則決定の申請を2008年4月に行い、申請に
対して政府は2010年5月に原則決定を行い、同

年7月に国会が承認しています。
FPH社は、北欧の大手エネルギー企業である

フォルツム社の子会社であり、ロヴィーサ原子力
発電所を操業しています。フォルツム社は株式
上場企業ですが、その株式の過半数をフィンラン
ド政府が保有しています。

新規原子炉の建設計画の原則決定の申請に
対応するため、ポシヴァ社は使用済燃料の地層
処分場の処分容量拡大について、原則決定の
申請を行っています。オルキルオトでの地層処
分場の建設計画に関しては、2000年の原則決
定により、操業中の原子炉4基から発生する使
用済燃料について最大4,000トン（ウラン換算、
以下同じ）、2002年の原則決定により、オルキル
オト3号機から発生する分を加えた最大6,500トン
の処分計画が認められてきました。ポシヴァ社は、
2008年のTVO社のオルキルオト4号機の建設
申請に対応するために、2008年4月に処分量を
9,000トンに拡大するための原則決定申請を行い、

ロムヴァーラ

キヴェッティ

オルキルオト

ハーシュトホルメン

フィンランドの原子力発電所
（ポシヴァ社EIA報告書より引用、作成）

ロヴィーサ原子力発電所
'77年、'81年運転開始

オルキルオト原子力発電所
'79年、'82年運転開始
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2010年5月に政府により原則決定が行われ、同
年7月に国会で承認されています。

現時点では、操業中の原子力発電所から発
生した使用済燃料は、各原子力発電所で貯蔵
されています。なお、ロヴィーサ原子力発電所か
ら発生した使用済燃料は、当初ロシアへ返還さ
れていましたが、1994年の原子力法改正によっ
て使用済燃料の輸出入が禁止されました。ロシ
アへの返還は1996年に終了し、その後はフィン
ランド国内での処分が義務付けられています。
2009年末時点における使用済燃料の貯蔵量は
約1,697トンであり、ロヴィーサ原子力発電所で
約477トン、オルキルオト原子力発電所で約1,220
トンが貯蔵されています。
また、フィンランドでは、原子力発電産業に新
たに参入するフェノヴァイマ社が2009年1月に
原子炉建設に関する原則決定の申請を行い、

2010年5月に政府により1基の原子炉建設の原
則決定が行われ、同年7月に国会が承認してい
ます。

3. 処分場の安全確保の取り組み

実施主体は、サイト選定の各段階及びそれに引き続く環境影響評価（EIA）、原則決定手続に
おいて、それまでに得られた研究開発成果や地質環境データ等の最新の知見に基づいて処分概
念の検討と安全性の評価を行ってきました。現在、実施主体は最終処分地において地下特性調査
を行うとともに必要な研究開発や設計研究を行っており、その成果に基づいて、建設・操業許可
申請において処分の安全性を評価します。

●安全性の確認と知見の蓄積
1980年代、当時実施主体であったテオリスー

デン・ヴォイマ社（TVO社）がサイト確定調査を
行っており、1985年に安全評価の結果をまとめま
した。その後、1992年に5カ所のサイトを対象と
した安全評価（TVO-92）では、いずれのサイト
においても、処分場の建設が可能な適切な場所
を特定することができると結論づけられています。
実施主体として1995年に設立されたポシヴァ
社は、TVO社が実施してきたサイト調査及び研
究開発計画を引き継ぎました。ポシヴァ社は概略
サイト特性調査で3カ所に絞られたサイトに加え、

ロヴィーサ原子力発電所のあるハーシュトホルメン
での処分の安全性に関する中間報告書を公表し
ています。
さらに1999年3月にポシヴァ社は、詳細サイト
特性調査を行った4カ所に対し、使用済燃料の
処分を行った場合の長期安全性に関する報告書
「ハーシュトホルメン、キヴェッティ、オルキルオト、
ロムヴァーラにおける使用済燃料処分の安全評
価（TILA-99）」を発表しました。TILA-99では、
地下約500ｍの結晶質岩の岩盤中に建設される
処分場において、KBS-3の概念を用いて使用済
燃料を処分するということを前提に安全評価を

トン（ウラン換算）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

2000年
原則決定
で承認

2002年
原則決定
で承認

2010年
原則決定
で承認

2
原
で

2008年4月にポシヴァ
社が行った原則決定申請
における最大処分量

9,000トン

6,500トン

4,000トン

新規原子炉の建設計画に伴う地層処分場の最大処分量
（ポシヴァ社　放射性廃棄物管理年報2006等より作成）
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行っています。その中で、
① 使用済燃料自身からキャニスタ、緩衝材、埋
め戻し材の一部または全部を通過して地層
へ至る放射性核種の移行
② 移行した放射性核種の地下水による地層か
ら生物圏への移行
③ 生物圏に移行した放射性核種による人の被
ばく

という使用済燃料から人に至る経路においてさま
ざまなシナリオを設定し、モデルとデータに基づい
て、コンピュータを用いたシミュレーションを行い、
処分場閉鎖後の安全性など、処分場の性能を予
測、評価しました。
シナリオとしては、通常考えられるもののほか、

フィンランドの位置するスカンディナヴィア半島が、
最終氷期に発達した氷床による荷重の影響によ
り、後氷期の現在、地殻の上昇とそれに伴う断
層運動等の地殻変動が生じる地域であるという
特徴を踏まえたシナリオも想定されています。

●安全規則
フィンランドの原子力施設に関する安全規制
の文書体系は、①原子力法令、②政令（一般
安全規則）、③詳細安全規則、の3段階の構成
となっています。使用済燃料の処分に関する一
般安全規則は、原子力廃棄物の最終処分にお
ける安全性に関する政令（2008年）により定め
られています。また、長期安全性と操業安全性
に関する詳細安全規則が安全規制機関の放射
線・原子力安全センター（STUK）により定めら
れています。
処分の長期安全性に関する詳細安全規則は
2001年5月に「安全指針YVL8.4：使用済燃料
処分の長期安全性」として定められました。この
安全指針YVL 8.4では、放射線安全に関して、
39ページの表のように、人間の被ばくの評価につ
いて十分に予測可能な少なくとも数千年間という
期間については実効線量による制約条件を適用
し、その後については、処分場から生物圏への
放射性核種の放出放射能量に関する制約条件
を適用しています。このほか、発生の可能性が
非常に低く、設計で想定した状況を超える事象に

特性・事象・プロセス（FEP）

基本ケース
（現在と同様の条件が続き、バリアが想定通りの性能を示す）

基準シナリオ
（1）キャニスタに最初から小さな孔がある場合
（2）キャニスタに大きな孔があいた場合
（3）10,000年後にキャニスタが消失する場合　　　など

感度解析及び“WHAT IF （…したらどうなるだろう）”解析
（基準シナリオの（1）、（3）をもとに広い範囲にわたって
仮定やモデル、データを変えてみる）

本質的なFEPが全て考慮されているか？

モデル化されなかったFEPについての
定性的な評価の実施

TILA-99でとりあげられた安全評価シナリオの構造
（ポシヴァ社EIA報告書より作成）

安全指針（YVL8.4）における被ばく線量及び
放射性核種の放出率の拘束値

⑴ 十分予測可能な期間（少なくとも数千年間）において、人
間の被ばくする可能性のある線量

・ 公衆の中で最も被ばくした人
の1年間あたりの実効線量 0.1mSv未満

・ 他の大きな集団の公衆に対す
る平均の1年間あたりの実効
線量

0.1mSvの
1／100～1／10以下

⑵ 数千年後に使用済燃料から放出され、環境に移行すると予
想される放射性核種の長期間にわたる平均量

・処分から生じる放射線影響 最大でも自然の放射性物質
から生じるものに相当程度

・ 放射性核種別の環境に放出さ
れる1年間あたりの量

個別の規制値以下で、かつ
各核種の放出量／規制値の
比率の合計が1以下

（長期安全指針YVL8.4：使用済燃料処分の長期安全性より作成）（長期安全指針YVL8.4：使用済燃料処分の長期安全性より作成）

放射線防護の目的で、放射線被ばくによる健康への影響を評価す
るために用いられる値で、吸収された放射線量について、被ばくし
た放射線の種類、被ばくした臓器・組織による影響の違いを考慮
したものです。

【実効線量とは?】
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ついての考察や動物・植物など人間以外の環境
に対する防護についても考慮されています。
また、2002年12月には、処分場施設の操業時
における詳細安全規則が「安全指針YVL8.5：
使用済燃料処分場の操業における安全指針」と
して定められています。

● 最終処分場サイト決定における安全確保
1999年5月、実施主体のポシヴァ社はオルキ

ルオトを最終処分地に選定して処分場建設計画
を進めることとし、原子力法に基づく原則決定の
申請を政府に行いました。
政府が原則決定を行うために必要な要件の一

つは、安全性に関して放射線・原子力安全セン
ター（STUK）が審査し、肯定的な見解を示すこ
とです。
このため、STUK及び、STUKが編成した国

際的な専門家からなる外部検証グループによる
国際評価が行われました。その結果、政府が策
定した一般安全規則に含まれる安全要件が満た
され、その段階のものとしては適切であるとする
STUKの見解書が提出されました。これにより、
その後に提出された地元自治体の肯定的な見解
書と併せて、オルキルオトが最終処分地に決定さ
れました。

オルキルオトにおいては、2004年6月から地
下特性調査施設（ONKALO）の建設が開始さ
れています。ポシヴァ社はこの建設作業と並行し
て必要な研究開発や設計研究を実施しており、
さらに詳細な地質環境データの取得が行われて
います。処分場の建設・操業許可申請において
は、これらの研究成果に基づいて処分の安全性
が評価されます。

使用済燃料処分の
安全評価報告書
（TILA-99）

原則決定申請

ポシヴァ社 雇用経済省
（TEM） 政　府

地下特性調査

建　設

操　業

放射線・原子力安全
センター（STUK）

建設許可申請
　　   +　　　
予備的安全評価書

操業許可申請
+

最終安全評価書

原則決定
（2000年）

建設許可申請
（2012年）

操業許可申請・
操業開始

（2020年頃）

予備的安全見解書

予備的安全評価書に
対する審査意見書

予備的安全評価書に
対する審査意見書

 原則決定の各種見解書の
取りまとめ

原則決定・許認可過程における安全評価の流れ
（1983年廃棄物管理目標政府決定、原子力法、原子力令等より作成）
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●研究機関と研究体制
処分の実施主体であるポシヴァ社が、研究開
発計画を作成し、実施しています。ポシヴァ社は
小規模な管理、プロジェクト組織であり、その多
くの研究開発業務を研究機関、大学、コンサル
タント会社等の外部機関に委託しています。ま
た、同様の処分概念を開発しているスウェーデン
のほか、スイス、カナダ等と国際協力による研究
開発も進めています。
ポシヴァ社を支援している主な研究機関として

フィンランド技術研究センター（VTT）がありま
す。VTTは、雇用経済省の管轄下にあるフィン
ランドの総合研究所で、高レベル放射性廃棄物
処分に関して規制行政機関が処分事業を管理・
監督するために行う研究プログラムの研究支援
も行っています。

●研究計画
フィンランドでは、廃棄物管理責任者はその廃
棄物管理計画を3年毎に更新し、雇用経済省に
提出することが、原子力令により義務付けられて
います。この計画には、研究開発についても含
める必要があることが規定されています。
2000年以降の3カ年の短期計画を示すものと

しては、3年毎に作成されている「使用済燃料
の最終処分のための研究・技術開発プログラム
（TKS）報告書」があります。

●地下研究所・地下特性調査施設
フィンランドでは、オルキルオト原子力発電所
の既存の中低レベル放射性廃棄物のための処
分場の地下に専用の坑道を設けて小規模な試
験が行われています。
また地下特性調査施設としては、最終処分地

に決定したオルキルオトの詳細なサイト特性調
査のために、2004年6月から地下特性調査施
設（ONKALO）の建設が開始されています。
ONKALOのアクセス坑道の掘削は2010年6月
に処分深度である420mに達し、2010年末現在、
坑道の全長は約4.5km、深度約430mに達して
います。ポシヴァ社は建設作業と並行して岩盤
や地下水の特性、及び掘削がこれらの特性に及
ぼす影響についての調査を行っています。今後、
処分トンネルやキャニスタ定置抗の掘削等の処
分技術の検証も行われる予定です。ONKALO
は、将来的には処分施設の一部として利用され
ることが考えられています。

4. 研究体制

実施主体のポシヴァ社は国内外の研究機関、大学、コンサルタント会社等の外部機関に委託し
て処分技術や安全評価等に関する研究を進めています。また、スウェーデン等の国際協力による
研究開発も進めています。国内の主要な研究機関はフィンランド技術研究センター（VTT）です。

地下特性調査施設のレイアウト図
（ポシヴァ社ウェブサイトより引用）

換気立抗
（出口）

人員立抗
換気立抗
（入口）

アクセス坑道

実証坑道
調査レベル
-420m 技術的な施設

-437m

ONKALOの建設状況（2006年夏頃）
（ポシヴァ社資料より引用）
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II. 地層処分の制度

1. 処分事業の実施体制

高レベル放射性廃棄物処分に関わる規制行政機関は、政府、雇用経済省、放射線・原子力安
全センター（STUK）であり、雇用経済省は処分事業の管理・監督、STUKは安全規制という役
割を各々担っています。また、政府は処分目標（サイト選定の段階と目標時期）の決定と一般安全
規則の策定を行ったほか、建設・操業の許可発給を行います。
実施主体は原子力発電事業者2社が共同出資して設立したポシヴァ社という民間会社です。

●実施体制の枠組み
フィンランドでは放射性廃棄物管理分野にお
ける責任体制は原子力法で定められており、全
般的な権限は国のエネルギー政策を作成する
責任が課されている雇用経済省にあります。雇
用経済省は、放射性廃棄物の管理義務要件を
策定する上で、政府が意思決定するための準
備も行っています。政府は、処分目標（サイト選
定の段階と目標時期）の原則決定と一般安全規
則の策定を行ったほか、処分場の建設・操業の
許可発給を行います。
規制の面では、放射線・原子力安全センター

（STUK）が放射線と原子力に関する安全につ
いて、規制管理を行う独立の行政組織として存在
していますが、上記のように政府と雇用経済省に
も規制面での役割が課されているのがフィンランド
の特徴です。
高レベル放射性廃棄物処分場の建設・操業・
閉鎖は実施主体のポシヴァ社が実施し、STUKに
よる永久処分の確認後は国の責任となります。

●実施主体
フィンランドでは、放射性廃棄物を処分する責
任は、原子力施設の許可取得者にあると定めら
れています。また、正当な理由があれば、原子
力発電事業者が共同で処分責任を果たすこと
ができるようになっています。2社の原子力発電
事業者のうち、フォルツム・パワー・アンド・ヒート
社（FPH社）の使用済燃料は、もともとはロシア

に返還されていました。したがって、もう1社のテ
オリスーデン・ヴォイマ社（TVO社）が高レベル
放射性廃棄物処分の研究やサイト選定を進めて
いました。しかし、1994年の原子力法の改正に
より使用済燃料の輸出入が禁止され、自国内で
処分することになったため、2社は共同で処分を
実施することとし、1995年末に、高レベル放射
性廃棄物処分事業の実施主体としてポシヴァ社
を設立しました。
ポシヴァ社は高レベル放射性廃棄物の処分事
業を行う会社であり、その他の放射性廃棄物の
処分や、使用済燃料の中間貯蔵等は、原子力発
電事業者が各々の原子力発電所サイトで行って
います。

ポシヴァ社原子力発電事業者
（2社）

社会保健省
政　府

規制行政機関

見解

規制
監督

処分場の建設・操業などの許可は、政府が発給します。

実施主体
規制の流れ

解

雇用経済省（TEM）

放射線・原子力安全
センター（STUK）

（ポシヴァ社パンフレット等より作成）
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●処分の基本方針と実施計画
フィンランドにおける高レベル放射性廃棄物処
分の基本方針は、1983年の「放射性廃棄物管
理の分野における研究、調査及び計画策定を
行う際に遵守すべき目標に関する政府の原則決
定」に示されました。この決定では、高レベル放
射性廃棄物処分に関しては、段階的なサイト選
定手続、サイト選定から建設許可申請までの目
標時期が示されたほか、原子炉施設許可取得
者による放射性廃棄物処分費用負担、放射性
廃棄物管理に関する研
究計画書と研究成果報
告書の雇用経済省（当
時は貿易産業省）への
提出等が規定されてい
ます。
この決定によれば、
処分スケジュールとして
2000年までにサイトを
選定し、2010年までに
処分場の建設許可申請
を行うという目標が示さ
れていました。しかし、
2003年に事業者側から
の要請を受けて、雇用
経済省は建設許可申請
時期を2012年に延長す

るという決定を行っています。
具体的な実施計画は、この決定と原子力令に

基づいて、実施主体により作成されています。原
子力令（2008年改正）では、原子炉施設の許可
取得者は、3年毎に、放射性廃棄物管理につい
ての概略計画（6年間）と詳細計画（3年間）を
作成して雇用経済省に提出すること、雇用経済
省はこれらについて放射線・原子力安全センター
（STUK）の見解書を得る必要があることが定め
られています。

2. 処分費用

高レベル放射性廃棄物の処分費用は、原子力施設許可取得者（電力会社）が負担しています。
処分費用は、雇用経済省が所管する国家放射性廃棄物管理基金（VYR）に積み立てられていま
す。基金に積み立てられる費用には、高レベル放射性廃棄物の処分費用のほか、中間貯蔵費用と
輸送費用、さらにその他の放射性廃棄物の処理・中間貯蔵・輸送・処分費用、及び原子炉施設
の廃止措置費用等も含まれています。

フィンランドの原則決定以降の使用済燃料処分のスケジュール *）

2000 2020 20602040 212021002080 2140

ロヴィーサ（2基）

オルキルオト（2基）

原子炉の運転

オルキルオト（新規建設中1基）

ONKALOの建設、補完特性調査、
施設設計

処分施設の建設

処分スケジュール

使用済燃料の処分

ロヴィーサ（2基分）

オルキルオト（2基分）

オルキルオト（新規1基分）

閉鎖

*） 前提条件：原子炉施設の操業期間＝50年（ロヴィーサ原子力発電所）、60年（オルキルオト原子力発電所【新規建設中の1基も含む】）

（ポシヴァ社報告書より作成）

●処分費用の負担者
フィンランドの原子力法では、原子力施設の許
可取得者が放射性廃棄物の処分や貯蔵等を含

めた管理全般の費用について責任を有すること
が規定されています。ここで対象となる費用は、
廃棄物の処分場建設のほかに、研究開発や輸
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送、貯蔵等を含めた放射性廃棄物管理全般に
係るものです。原子炉施設許可取得者である電
力会社テオリスーデン・ヴォイマ社（TVO社）と
フォルツム・パワー・アンド・ヒート社（FPH社）は、
3年毎に提出が義務づけられている放射性廃棄
物管理計画と併せて、その計画を実施するため
の費用見積の提出も義務づけられています。

●処分費用として対象となるもの
高レベル放射性廃棄物の処分費用は、放射
性廃棄物管理全般の枠組みの中で見積られて
います。高レベル放射性廃棄物の処分費用の
算定は、実施主体のポシヴァ社によって行われて
います。ポシヴァ社の費用見積を受けて、TVO
社とFPH社は、高レベル放射性廃棄物の処分
費用以外の中間貯蔵、輸送費用、及び中低レベ
ルの放射性廃棄物の処理、中間貯蔵、輸送、処
分費用、さらに原子炉施設の廃止措置費用等を
含む全ての必要な費用をそれぞれが見積った
上で、雇用経済省に提出しています。
なお原子力法に基づき、これらの費用の見積
に当たっては、将来の不確定条件も多く含まれる
ことから、予備費（コンティンジェンシー：不測の費
用増に備えた上乗せ分）として20％が含まれてい
ます。

●処分費用の見積額
フィンランドにおける高レベル放射性廃棄物の
処分費用の総額は、約30億ユーロ（約3,300億
円）と見積られています。見積は発電所の稼働
年数等を基に5,500トンの処分量を前提としてい
ます。この費用見積額の内訳としては、特性調

査施設（ONKALO）を含めた建設費などの投
資費用が約6億5000万ユーロ（約715億円）、
操業費が約21億ユーロ（約2,310億円）、処分
場の閉鎖・廃止措置費用が約2億5,000万ユー
ロ（約275億円）となっています。（1ユーロ=110
円として換算）

●処分費用の確保制度
放射性廃棄物管理費用は、雇用経済省が所

管する国家放射性廃棄物管理基金に積み立て
られています。この基金に積み立てを行う主な
廃棄物発生者はTVO社とFPH社です。
基金の積立対象となるのは、高レベル放射性

廃棄物の処分費用のほか、中間貯蔵費用と輸送
費用、さらにその他の放射性廃棄物の処理・中
間貯蔵・輸送・処分費用、及び原子炉施設の廃
止措置費用等も含まれています。
フィンランドの特徴は、その時点までに発生した
放射性廃棄物の量（原子力施設の解体廃棄物
については発生したとみなされる量）を処理・中
間貯蔵・輸送・処分する費用を、その時点の見
積額で評価する点です。
雇用経済省は、TVO社とFPH社から提出さ

れた費用見積額を精査した上で、各社が最終

 投資費
（建設費含む）

 650

 操業費
 2,100

閉鎖・廃止措置
250

固定費等を
調整

確認

決定

払込み

見積
（放射性廃棄物全般）

見積
（高レベル放射性廃棄物処分関係）

電力販売
から回収

ポシヴァ社

電力2社
（TVO社、FPH社）

債務評価額

雇用経済省
（TEM）

積立目標額

国家放射性廃棄物
管理基金
（VYR）

処分費用の内訳
（百万ユーロ）

※5,500トン（ウラン換算）処分の場合

（ポシヴァ社ウェブサイトを基に作成）
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廃棄物発生者別の放射性廃棄物管理基金積立高（2009年末）

廃棄物発生者（電力会社） 基金残高
テオリスーデン・ヴォイマ社（TVO社） 約10.3億ユーロ（約1,130億円）
フォルツム・パワー・アンド・ヒート社（FPH社） 約7.9億ユーロ（約   869億円）
合　計 約18.2億ユーロ（約2,000億円）

積立対象には、高レベル放射性廃
棄物の処分費用のほか、中間貯蔵
費用と輸送費用、さらにその他の
放射性廃棄物の処理・中間貯蔵・
輸送・処分費用、及び原子炉施設
の廃止措置費用も含まれます。

（TVO社、FPH社の財務報告書より作成、1ユーロ＝110円として換算）

3. 処分場のサイト選定と手続

実施主体によって段階的に行われたサイト選定の結果、候補地が4地点に絞り込まれました。
実施主体は法令に基づいた環境影響評価（EIA）手続を4地点に対して行いました。このうちオ
ルキルオトを最終処分地に選定し、1999年5月に原子力法に基づく原則決定手続の申請を行い
ました。原則決定手続はフィンランド特有の手続であり、重要な原子力施設について、その建設が
社会全体の利益に合致するという判断を建設許可申請よりも早い時期に政府が決定し、その決定
を国会が承認するというものです。2000年12月に政府が原則決定を行い、2001年5月に国会
が承認した結果、オルキルオトで最終処分を進めることが決定しました。

●処分場サイト選定の状況と枠組み
1983年の処分目標（サイト選定の段階と目標

時期）に関する原則決定に基づき、実施主体（当
初はTVO社）がサイト選定を開始しました。
サイト選定はおおよそ1983年から1985年まで

のサイト確定調査、1986年から1992年までの概
略サイト特性調査、1993年から2000年までの詳
細サイト特性調査の3段階に分けて行われました。
この間、処分概念を構築するために必要な研究
開発も行われました。このようにして得られた研究
開発成果や地質環境データ等の最新の知見に
基づいて、各段階で処分概念の検討や安全性
の検討が1985年、1992年、1996年、1999年にま
とめられました。この結果やその他の社会的調査

結果等を参考に、候補地が段階的に絞り込まれ
ていきました。
1999年3月に、実施主体は詳細サイト特性調
査地区の4地点において、使用済燃料の処分を
行った場合の長期安全性に関する報告書「ハー
シュトホルメン、キヴィッティ、オルキルオト、ロム
ヴァーラにおける使用済燃料処分の安全評価
（TILA-99）」をまとめました。
フィンランドの法令により、最終処分地の決定に
は環境影響評価（EIA）手続及び原則決定手
続が必要とされています。環境影響評価手続は
処分場が環境に及ぼす影響を評価し、計画策定
及び意思決定における影響の一貫した検討を促
進し、同時に国民に情報を提供するとともに参加

的に負担すべき金額（債務評価額（Assessed 
Liability）と呼ばれます）を承認、確定します。そ
して、雇用経済省は長期の分割払いとして計算
される固定費用についての調整を行った後に、そ
の年における積立目標額を決定します。各廃棄
物発生者は、この積立目標額を毎年3月末までに
国家放射性廃棄物管理基金に払い込む必要が
あります。また、積立目標額と債務評価額の差額

分については、国に対して担保を提出することが
義務付けられています。
積み立てられた費用の運用にも特徴があり、積

み立てた電力会社は積立残高の最大75%までの
貸付を受けることが可能です。
2009年末における積立額は、以下のとおりと

なっています。
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する機会を増やすことを目的としています。また、
原則決定手続はフィンランドに特徴的な手続であ
り、重要な原子力施設などについては、その建設
が社会全体の利益に合致するという判断を建設
許可申請よりも早い時期に政府が決定し、その決
定を国会が承認するというものです。
原則決定手続を進めるためには、放射線・原
子力安全センター（STUK）による予備的な安
全評価と地元自治体の受け入れ表明を必要とし
ます。STUKはTILA-99を評価し、2000年1月
に肯定的な見解書を政府に提出しました。さら
に地元のユーラヨキ自治体は2000年1月に議会
で投票を行い、受け入れることを決定しました。
これらの結果を受けて、政府は2000年12月に
原則決定を行い、その結果を国会が2001年5月
に承認しました。この結果、ユーラヨキ自治体の
オルキルオトが最終処分地に決定しました。
フィンランドでは、環境影響評価手続と原則決
定手続の間に、国民、地元自治体、隣接自治体、
関係機関、周辺諸国が意見表明（口頭あるいは
書面）や意見書を提出する機会が与えられます。
また、地元自治体は原則決定手続において処分
場の受け入れについての判断を行い計画に反映

することが出来ます。ただし、放射性廃棄物処分
計画の中で地元の意志決定が制度上反映するこ
とができるのは、事業者による許可申請の中で原
則決定の手続が求められる場合に限られます。
また、日本の法令では、最終処分地の決定は
地下特性調査を行った後に行うとされています
が、フィンランドでは、最終処分地を決定した後で
地下特性調査施設（ONKALO）を建設し調査
を行うことも特徴です。

●環境影響評価（EIA）手続
原則決定手続の申請を行うためには、環境影

響評価を実施し、その評価報告書を申請書に添
付することが必要とされています。次ページ左
上の図は、環境影響評価手続に関する法律及
び政令に定められたフィンランドにおける環境影
響評価手続の流れを示しています。
環境影響評価の実施に当たっては、まず環境
影響評価計画書を作成した段階で、対象地域
住民を含めた関係者に計画が公表され、コメン
トを求めることになります。こうした意見は監督
官庁（原子力施設の場合は雇用経済省）によっ
てまとめられ、環境影響評価計画書も必要に応

サイト確定調査
1983-1985

詳細サイト特性調査
1993-2000

概略サイト特性調査
1986-1992

原則決定の承認
2001

サ
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ト
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定
調
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査
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選
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査
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今後の予定

ヴェイスツィヴァーラ
（ヒリンサルミ）

ロムヴァーラ
（クーモ）

スィイリ
（シエヴィ）

オルキルオト
（ユーラヨキ）

キヴェッティ
（アーネコスキ）

ロムヴァーラ
（クーモ）

オルキルオト
（ユーラヨキ）

キヴェッティ
（アーネコスキ） オルキルオト

（ユーラヨキ）
ハーシュトホルメン
（ロヴィーサ）

フィンランドのサイト選定の流れ
（　）内は自治体名

（ポシヴァ社EIA報告書、原子力法等より作成）
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じて変更されることになります。
環境影響評価の内容は、狭い意味での自然環
境に対する影響だけではなく、景観への影響、社
会生活への影響、経済的な影響等を含めた総合
的な評価が行われます。
また、実施主体の環境影響報告書について
は、公開の集会（公聴会）を含めた地域住民や
自治体の見解も合わせ、最終的には監督官庁で
ある雇用経済省の意見書により、実施された評価
の適切さについての判断が示されることとなって
います。

●原則決定手続
原子力法で定められた原則決定手続は、フィン

ランドに特徴的な制度です。この手続は、原子
力発電所や地層処分場などの重要な原子力施
設については、建設許可等の手続に入る前にそ
の施設の建設がフィンランドの社会全体の利益
に合致するという原則についての政府による決
定及び国会による承認が必要とされているもの
です。

政府が原則決定を行うためには、安全性に関
して放射線・原子力安全センター（STUK）によ
り安全性の面から支障が無いという見解書が必
要とされるほか、建設予定地の地元自治体が肯
定的な意見書を提出することが必要な条件とされ
ています。
監督官庁である雇用経済省は、上記の他に隣

接自治体や環境省を始めとした諸機関から意見
書を取得することが必要であり、また影響を受け
る可能性のある隣接国からも意見書を取得して
います。
また公聴会の開催を含めて、関係地域住民等
が意見を表明する機会も与えられ、寄せられた意
見は雇用経済省が取りまとめ、政府に提出される
こととされています。
政府が行った原則決定が有効となるためには、

国会による承認が必要とされています。

承認 承認

放射線・原子力
安全センター
（STUK）の
予備的安全見解書

地元自治体の
意見書

他機関等の意見書、
公募意見等と共に

雇用経済省（TEM）が取りまとめ

政府による
原則決定

国会の
承認

ポシヴァ社が申請

原則決定の手続
（原子力法等より作成）

地元での公聴会・
意見募集

必要に応じて
計画を修正

公告・縦覧

公告・縦覧

雇用経済省（TEM）
の意見書

雇用経済省（TEM）の意見書
（環境影響評価手続の終了）

地元住民等の
意見表明

関係機関等の
意見書

関係機関等の
意見書

地元自治体等の
意見

環境影響評価（EIA）
報告書の提出

環境影響評価（EIA）計画書

環境影響評価（EIA）の流れ
（EIA手続法等より作成）

代替案
の評価

何もしない「代替案」

基本案の環境影響評価
（4地点を調査）

自然及び
天然資源への
影響

の 土地利用、
文化的遺産、
景観等への
影響

社会への
影響

人間の
健康への
影響

環境影響評価（EIA）の対象
（ポシヴァ社EIA報告書より作成）
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III. 地層処分の理解促進

1. 処分事業の透明性確保とコミュニケーション

フィンランドでは、サイト決定の原則決定手続で地元自治体の賛成が必要とされるほか、自治
体・住民の意思・意見反映が制度面でも確立されています。さらにポシヴァ社は、自主的にさまざ
まなコミュニケーション活動を精力的に行っており、フィンランドにおける特徴の一つともなってい
ます。

●情報開示、パブリックコメント、公聴会
フィンランドでは、処分場のサイト選定過程に
おいて自治体、住民の意見を反映するために、
さまざまな活動が行われたことが環境影響評価
（EIA）報告書にあげられています。これらのう
ち、法令によって制度化された手続は以下のと
おりです。
－ 公告・縦覧・新聞掲載などの情報の開示手
続
－意見書の作成・提出
－公聴会の開催

これらの手続は、フィンランドでは大きく分けて
二つの法律で規定されています。その一つは、
EIA手続法に基づくEIA手続の中で、EIA計画
書の審査とEIA報告書の審査の2つの段階で住
民等に対する情報の開示と意見の聴取が行われ
ることとされています。他の一つは原子力法に基
づく原則決定手続で、安全性を含めた最終的な
処分場計画について、情報の開示と意見聴取の
手続が定められています。

原則決定の申請書概要説明書

自治体・住民・個人 ポシヴァ社雇用経済省（TEM）

政府による原則決定

フィンランド国会による原則決定の承認

公開の集会（公聴会）〔口答・書面による意見表明〕

政府への原則決定の請議

EIA計画書への意見

EIA報告書への意見 EIA報告書への雇用経済省意見書

EIA計画書への雇用経済省意見書

EIA計画書

EIA報告書

隣接自治体の意見

公告・縦覧／新聞掲載

公告・縦覧／新聞掲載

STUK
予備的安全評価

地元自治体議会の意見
（受入決議）

透明性の確保と説明責任のための諸手続
（原子力法及びEIA手続法等より作成）
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●地元自治体の意思表明
前ページにあるように原子力法は、フィンランド

の地方自治体に対し、処分場立地を受け入れる
かどうかについて意見を示す機会を与えていま
す。それは、政府の原則決定の必須文書として、
地元自治体議会及び隣接自治体がその意見書
を雇用経済省に提出すること（原子力法第12条）
です。さらに、地元自治体が上記の意見書の中
で受け入れに肯定的であることを示すことは、
政府が原則決定を行う前提条件として規定され
ています（原子力法第14条）。
最終処分場の候補地であるユーラヨキ自治体
議会での受入決議は、20対7という結果でした。

●地域コミュニケーション組織と会合
制度化されたコミュニケーション方法以外にも、
処分事業の計画と環境影響評価（EIA）に関し、
できるだけ多くの住民に参加してもらって活発に
議論してもらうため、ポシヴァ社は、さまざまな地
域コミュニケーション組織を設け、議論の場を作っ
てきたことがEIA報告書に記載されています。

○ 地元の住民向けの対話集会やワーキンググ
ループ会合
○ 地元自治体の職員や自治体議会の議員向
けの「調整とフォローアップのグループ」
○ 地元自治体と隣接自治体の参事会向けの会
議

○ 国とその地方出先機関（県）の職員向けの
会議やセミナー

これらの地域コミュニケーション組織の中で、自
治体からの代表者とポシヴァ社からの代表者を
メンバーとする「調整とフォローアップのグループ」
は、最終処分に関する諸問題や、その計画、環
境影響評価等について、ほぼ2カ月に1回の頻度
で会合を行っていました。EIAの対象地域であっ
たロヴィーサとクーモでは1997年に、ユーラヨキと
アーネコスキではより早い時期に、グループが組織
されました。
これらの地域コミュニケーション組織などを通じ
て寄せられた意見や疑問等は、ポシヴァ社による
EIA計画書作成に当たっても考慮されたほか、
実際のEIA手続においても考慮され、報告書の
社会的影響の部分の中でそれらの意見・疑問に
対しての検討結果が示されています。

（ポシヴァ社Spent Nuclear Fuel Management 
in Finland, より引用)
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●情報提供（広報）活動
実施主体のポシヴァ社が行っている処分場開
発のための情報提供（広報）活動については、
環境影響評価書に詳しく述べられていますが、
それによると、情報提供（広報）活動の目的は、
環境影響評価（EIA）に住民が積極的に参加で
きるようにすることであり、具体的には、以下のこ
とができるようにするとしています。

○ 議論への参加の機会があることを分かるよう
にする。
○ 処分事業計画、EIA手続、進捗情報、完成
レポート類の提供など、情報を入手できるよう
にする。
○ 各候補地の自治体住民の間で、継続した対
話ができるようにする。

○ 処分事業とその影響予測とその評価に関
し、開かれた議論が行われるようにする。
○ 処分事業についての報告書の内容と使用さ
れた手法の適切性、妥当性に関して、さまざ
まな見解が集められるようにする。

これらの目的を達成するため、ポシヴァ社は、次
のような広報（情報提供）活動を行っています。

○ 地元自治体の各世帯にEIAニュースレター
を配布する。
○ ポシヴァ社の現地事務所で資料類を入手で
きるようにする。
○ パブリック・イベント（催し物）を開催する。
○ 小グループ会合を開催する。
○ 立地自治体・隣接自治体で参事会向け会議
を開催する。
○ 自治体職員と自治体議会議員のために調整
とフォローアップのグループを作り、運営する。
○ 事業内容とEIAを説明し、またフィードバック
の機会を設けるために展示を行う。

2. 意識把握と情報提供

実施主体のポシヴァ社は、処分事業の理解を得るための活動として、一方的な情報提供活動で
はなく住民が情報を入手し、意見を表明できる場をさまざまな形で設けてきました。また環境影響
評価の中では、住民の意識調査も行われています。

EIAニュースレター
（ポシヴァ社EIA報告書より引用）

展示トレーラーや展示会
（ポシヴァ社EIA報告書より引用）



51

フィンランド

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

○ 地方の行政官のために議論の場を設ける。
○ 中央の行政官のために、セミナーを開く。
○ 新聞で、論壇を設ける。

EIAニュースレターは、自治体に処分事業内容
やEIA手続のことを知らせるために発行されるよ
うになったもので、その文面は、分かりやすい説
明を行って人々の理解促進を図るだけでなく、そ
の参加を促すこともねらいとして作られています。

ポシヴァ社では地元の住民に、より多くの意見を
出してもらうために数々の会合を行っており、さま
ざまな催し物やワーキンググループ会合が各地域
毎に開かれました。またこうした会合などでは、ブ
レーンストーミング（自由討論）やその他の手法を
活用して、参加者の意見等を集める取り組みが
行われました。

●国民意識と住民意識（主な世論調査結果）
フィンランドでは、環境影響評価（EIA）報告
書の一部として行われた、「住民の生活条件と
全般的な幸福さへの影響評価」の中で、処分場
立地を受け入れるかどうかの地元住民の意識
調査が行われています。処分場の4つの候補地
の自治体の居住者の10％を無作為に抽出し、電
話による聞き取り調査を1999年初頭に行いまし
た。

質問：「安全規制当局による詳細調査と安全
評価の結果、あなたが居住する自治体が放射
性廃棄物の最終処分地として安全であることが
判明した場合に、あなたの自治体内にフィンラン
ド国内で発生した放射性廃棄物を定置すること
を受け入れますか？」

回答：「はい」「いいえ」「わかりません」のうち
から選択。

結果は、原子力発電所が存在するユーラヨキ
とロヴィーサの2つの自治体は、賛成が約60％、
反対が約30％でしたが、クーモとアーネコスキの2
つの自治体では、賛成が30％強、反対が60％前
後となっています。

催し物等の際に、最終処分プロジェクトと
環境影響評価の展示会も開かれた

（ポシヴァ社EIA報告書より引用）

0％

：認めるユーラヨキ

クーモ

ロヴィーサ

アーネコスキ

59 32 10

36 54 10

62 29 9

32 61 7

20％ 40％ 60％ 80％ 100％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

：認めない
：わかりません

地元住民の生活条件と処分場立地の受け入れに関する意識調査結果

（ポシヴァ社EIA報告書より引用）
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またEIA報告書の中では、住民の持つ不安や
リスクをどうとらえているか、原子力技術に対する
意識、風評被害等さまざまな問題についての社
会調査が行われています。下の表はそうした調

査の中から、処分プロジェクトによる影響について
の地元住民の意見を評価した結果として示され
ているものです。

3. 地域振興方策

実施主体のポシヴァ社は、処分場の立地による経済メリットを明らかにしています。また地元自
治体は、制度として固定資産税率のアップなどの財政的優遇措置が受けられるようになっていま
す。さらにポシヴァ社との間で協力協定を締結しています。

●社会経済的影響評価
フィンランドでは、環境影響評価（EIA）報告
書において、4つの候補地の自治体のそれぞれ
に対し、処分場の立地が及ぼす社会経済的影
響の評価が本ページの表にある項目に対して行
われています。
このうち地域振興に影響を及ぼす地域構造へ
の影響に対する評価結果では、どの自治体にお
いても、農業・観光業・不動産価値に対して特に

マイナスの影響が出ることはないとされています。
一方、どの自治体でも雇用の創出、人口増加を
始めとする経済効果などが見込まれています。

安全性への懸念とその結果（地域の
イメージ、特性、快適さへの影響）

直接的、間接的経済効果／自治体の
発展への処分事業の貢献

計画策定と意思決定プロセスに関わ
る、問題／対立

ユーラヨキ 小 小 小
クーモ 大 大 大
ロヴィーサ 大／小 ※ 大／小 ※ 大／小 ※

アーネコスキ 大 小 大

地元住民が考える処分プロジェクトが与える影響の大きさ

（ポシヴァ社EIA報告書より引用）※ロヴィーサでは両極端の意見が見られました。

地域構造への影響評価項目 生活状況・全般的な
幸福さへの影響評価項目

・事業活動（雇用を含む）
・農業
・観光業
・人口規模と構造
・ その他の地域構造及び社会
基盤
・不動産価値
・自治体への経済効果

・ 処分場に対する住民の考え
・社会科学的考察

現状 建設期 操業期
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（ポシヴァ社EIA報告書の予測の最大値より作成）

処分場立地による雇用の増加



53

フィンランド

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

●制度的な財政面の優遇措置
フィンランドにおいて、処分場立地に関連する
自治体に対して制度的に経済的便宜供与が行
われるものは、固定資産税の優遇措置のみです。
地元自治体は通常の固定資産税率を0.5％から
1.0％の間で定めることができますが、原子力発
電所を含む全ての発電所及び放射性廃棄物管
理施設については、上限が2.85％までとされてお
り、地元自治体にとって固定資産税の増収が可
能となっています。

●地元との協定による措置
処分場立地に関して、ポシヴァ社と地元ユーラ

ヨキ自治体と間で協力協定が1999年に結ばれ
ています。この協定は、ポシヴァ社及びユーラヨ
キ自治体の代表による少人数のワーキンググルー
プの議論から始まったもので、両者の協力の可
能性を探し出すことを目的として行われました。
ポシヴァ社は同年にオルキルオトにおける処分
場建設のための原則決定の申請を行っています
が、この原則決定が国会で承認されることを協
定発効上の条件として結ばれました。
この協力協定に基づいて、ポシヴァ社はユーラ

ヨキ自治体に対して、新たに高齢者向けホーム施
設を建設する資金を貸与しています。一方のユー
ラヨキ自治体は、老朽化対策に悩んでいた高齢
者向けホーム施設をポシヴァ社にリースしていま
す。ポシヴァ社は、その施設を改装して本社事務
所を移転しました。ポシヴァ社はその設立時から、
処分場建設地が決定した時にはそこに移転する

方針でした。現在ポシヴァ社の本社となっている
施設は、1836年に建設された旧領主邸宅という
歴史がある建物です。ポシヴァ社は、施設の一部
をレストラン・多目的ホールとして観光客や自治体
住民が利用できるようにしています。

0

1

2

3

4

5

6

6

5

4

3

2

1

億円
百万
ユーロ

■ 現状　 （1998年）
■ 操業期（2030年）

ユーラヨキ クーモ ロヴィーサ アーネコスキ

処分場立地優遇措置による固定資産税の税収増

（ポシヴァ社EIA報告書より引用）
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ユーラヨキ クーモ ロヴィーサ アーネコスキ
（ポシヴァ社EIA報告書の予測の最大値より作成）

処分場立地による世帯数増加予測（操業開始時）


